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米雇用者数は大幅減速、過去分も下方修正 
2026年 9 月米雇用統計：ただし、均してみれば雇用環境は底堅い 
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[要約] 

 2026年9月の米雇用統計は、非農業部門雇用者数が前月差＋2.9万人と大幅に減速し、

市場予想（Bloomberg 調査：同＋9.0 万人）を下回った。さらに、過去分も下方修正さ

れた。今回の結果は、前月分の公表時（下方修正前）に見られたほどには雇用者数の

回復ペースが力強くないことを示している。とはいえ、均してみた雇用者数は依然と

して底堅い。また、失業率については同＋0.1％pt 上昇して 4.2％となったものの、そ

の要因は労働供給の改善というポジティブな内容だった。総じてみれば、雇用環境は

引き続き底堅いと評価できる。 

 なお、事業所調査では、AI の悪影響を受けやすいホワイトカラー業種で軟調な傾向が

目立った。こうした傾向は、企業マインド指数とも一致している。雇用環境の回復基

調を評価するうえで、堅調な AI 関連需要の恩恵を受けやすい生産部門だけではなく、

人員削減が進むホワイトカラー業種を中心としたサービス業の先行きも併せて注目す

る必要がある。 

 続いて労働需要について確認すると、2026 年 8月の求人件数は前月差▲25.6 万件と減

少し、水準は 707.9 万件となった。求人件数は減少したものの 5 カ月連続で 700 万件

を上回っており、底堅い。その結果、労働需給を示す、失業者数と比較した求人件数

の比率は 1.0 倍程度で安定して推移しており、現時点では労働需給のひっ迫度が高ま

っているわけではない。こうした中で賃金上昇率は減速基調にあり、現時点では雇用

環境がインフレ圧力を高める要因にはなっていない点は、インフレ抑止にとっては安

心材料だろう。 

 最後に金融政策について、先行きの注目点は追加利上げのタイミングとなっている。

ウィリアムズ NY 連銀総裁とジェファーソン副議長が、追加利上げの前にデータを慎重

に評価したいとの見解を示したことで、市場予想では、10 月 27 日・28 日に開催予定

の FOMC において金利据え置きが優勢となっている。もっとも、次回 FOMC での据え置

きは既定路線ではなく、あくまでデータ次第といえる。今回の雇用統計は FOMC 参加者

の見解を大きく変えるものではなかったとみられることから、注目はインフレ動向と

いえる。仮に、中東情勢が改善しない中で、10月 14日・15日に公表予定の CPIや PPI

が上振れする場合は、利上げの機運は再び高まり得る。 
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雇用者数は大幅に減速し、過去分も下方修正 

2026 年 9 月の米雇用統計は、非農業部門雇用者数が前月差＋2.9 万人と大幅に減速し、市場

予想（Bloomberg 調査：同＋9.0 万人）も下回った。さらに、雇用者数の過去分について、7 月

分は▲3.1 万人、8 月分は▲2.9 万人と、合計で▲6.0 万人分が下方修正された。また、民間部

門雇用者数についても、9月は同＋4.6万人と減速した。今回の結果は、前月分の公表時（下方

修正前）1に見られたほどには雇用者数の回復ペースが力強くないことを示している。 

もっとも、3 カ月移動平均でみると、9 月のヘッドラインは前月差＋5.1 万人と前月から伸び

幅が変わらず、民間部門雇用者数については同＋5.4 万人と 2 カ月連続で加速した。均してみ

れば、雇用者数のペースは依然として底堅いといえる。なお、9月分の事業所調査は回答率が 9

月としては 34年ぶりの低水準であったことから、次回雇用統計の公表時に修正幅が大きくなり

得る点には注意を要する。 

家計調査における失業率については、2026年 9月は前月差＋0.1％ptと上昇し、4.2％と市場

予想（Bloomberg 調査：4.1％）を上回る結果（悪化）となった。もっとも、後述するように、

9 月は労働供給が改善する中で失業率が上昇しており、必ずしも雇用環境の悪化を示している

わけではない。 

図表 1 非農業部門雇用者数と失業率、業種別雇用者数 

 

（注）失業率については、2025 年 10 月分は公表されていない。 

（出所）BLS、Haver Analytics より大和総研作成 
 

 
2026 年 9 月の民間部門雇用者数の内訳を見ると、生産部門（前月差＋1.8 万人）が 2 カ月連

 
1 藤原翼「米雇用者数は反動増もある中で大幅な伸び」（大和総研レポート、2026 年 9 月 7 日） 
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続で減速し、サービス部門（同＋2.8 万人）も減速した。なお、後述するようにサービス業で

は AIの影響を受けやすいホワイトカラーの多い業種で軟調な傾向が目立つ。 

サービス部門の内訳を確認すると、教育・医療（前月差＋2.0 万人）は引き続き全体の牽引

役であるものの、減速した。内訳を見ると、ヘルスケア・社会扶助（同＋2.3 万人）が減速し、

教育（同▲0.3 万人）はマイナスに転じた。また、前月に高い伸びとなった、レジャー・娯楽

（同＋1.0 万人）も減速した。レジャー・娯楽の内訳を確認すると、アート・エンターテインメ

ント（同＋0.3万人）が 4カ月ぶりにプラスとなった一方で、宿泊・外食（同＋0.7万人）は減

速した。 

さらに、9月は高賃金業種が揃って軟調だった。情報（前月差▲1.0万人）が 2カ月連続でマ

イナスとなり、金融（同▲0.7万人）と専門・企業向けサービス（同▲0.9万人）は 3カ月連続

でマイナスとなった。専門・企業向けサービスの内訳を見ると、設計・法律・会計などを含む

専門・技術サービス（同＋0.6 万人）が加速した一方、業務管理サービス（同▲1.5 万人）が 3

カ月連続でマイナスとなった。なお、業務管理サービスの内訳の一つで、雇用者数全体の動き

に先行する傾向にある人材派遣（同▲1.1万人）についてはマイナスに転じた。 

他方で、商業・運輸・公益（前月差＋1.8万人）とその他サービス（同＋0.6万人）は加速し

た。商業・運輸・公益の内訳を確認すると、卸売（同＋0.5万人）と公益（同＋0.1万人）は減

速した一方、運輸（同＋0.8万人）は加速し、小売（同＋0.6万人）はプラスに転じた。 

続いて生産部門に関しては、AI 関連需要増の恩恵を受けている建設業（前月差＋1.1 万人）

は、2 カ月連続で減速したものの堅調さを維持している。この他、製造業（同＋0.9 万人）は 2

カ月連続で減速し、鉱業・林業（同▲0.2 万人）はマイナスに転じた。製造業の内訳を見ると、

耐久財（同＋0.8万人）は 2カ月連続で減速し、非耐久財（同＋0.1万人）は 2カ月連続で小幅

なプラスにとどまった。 

最後に、政府部門に関しては、前月差▲1.7 万人とマイナスに転じた。内訳としては、前月

に高い伸びとなった地方政府（同▲1.3 万人）がマイナスに転じ、連邦政府（同▲0.1 万人）、

州政府（同▲0.3万人）も 2カ月連続でマイナスとなった。 

 

失業率は上昇も、労働供給の改善が要因 

家計調査による 2026 年 9 月の失業率は、前月差＋0.1％pt の 4.2％となった。9 月の失業率

の内訳を見ると、就業者数（同＋40.6 万人）の増加が失業率の押し下げ要因になった一方で、

失業者数（同＋7.8 万人）の増加と非労働力人口（同▲34.6 万人）の減少が失業率の押し上げ

要因となった。なお、非労働力人口は 2 カ月連続で減少し、就業者数と失業者数は 2 カ月連続

で増加した。 

労働供給関連の指標を確認すると、9月の労働参加率は前月差＋0.2％ptと 2カ月連続で上昇

し、61.8％となった。さらに、就業率についても同＋0.1％pt と改善し、59.2％となった。以
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上をまとめると、9月の失業率は上昇したものの、2カ月連続で労働供給が改善したことが背景

にあり、必ずしも雇用環境の悪化を示しているわけではない。 

図表 2 失業率の要因分解、労働参加率と就業率 

 
（注）失業率の要因分解における各年の 1月分は統計改定の影響を除去。失業率（前月差）は小数第 2位以下を

求めた失業率の前月差であり、小数第 1 位までの公表値とは異なる。2025 年 10 月分の家計調査は公表されて

いない。そのため、2025 年 11 月は前月差ではなく 2025 年 9 月との差。 

（出所）BLS、Haver Analytics より大和総研作成 

 
非自発的失業が減少した一方で、非自発的パートタイム就業者は増加 

失業者の内訳を失業理由別に見ると、2026 年 9 月の「非自発的失業」は前月差▲4.5 万人と

2カ月連続で減少した。中身を見ると、レイオフ（同＋0.6万人）が小幅に増加した一方、レイ

オフ以外（解雇及び契約満了）による失業者（同▲5.2 万人）が減少に転じた。レイオフ以外

による失業者の内訳について、契約満了による失業者（同▲2.4万人）が3カ月連続で減少し、

解雇による失業者（同▲2.7 万人）も減少に転じた。「非自発的失業」以外の項目については、

「再参入」（同＋15.2万人）が 2カ月連続でプラス、「新たに求職」（同＋11.6万人）が 4カ月ぶ

りにプラスとなった一方、自発的失業（同▲17.3万人）が 3カ月ぶりにマイナスになった。 

就業者の状況に関して、2026 年 9 月の経済的理由によるパートタイム就業者（非自発的パー

トタイム就業者）は前月差＋11.1 万人と増加に転じた。内訳を見ると、「業容縮小の影響」に

よるパートタイム就業者（同＋8.1 万人）と「パートタイムしかみつからない」就業者（同＋

0.4 万人）がいずれも増加に転じた。なお、広義の失業率（U-6）2については潜在的失業者の

減少に伴い、同▲0.1％ptの 7.6％と 2カ月連続で低下し、2025年 1月以来の低水準となった。 
 

 
2 U-6＝（失業者＋潜在的失業者＋非自発的パートタイム就業者）／（労働力人口＋潜在的失業者）。潜在的失 

業者は、働く意思があって働くことができ、過去 12 カ月の間に求職活動をしていたが、直近 4 週間では求職

活動をしていない人。 
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図表 3 失業理由別失業者数、非自発的パートタイム就業者数と広義の失業率 

 
（注）失業率については、2025 年 10 月分は公表されていない。 

（出所）BLS、Haver Analytics より大和総研作成 

 

賃金上昇率は減速基調が継続 

賃金の動向に関して、2026 年 9 月の民間部門の平均時給は前月比＋0.1％と減速し、市場予

想（Bloomberg 調査：同＋0.3％）を下回る結果となった。平均時給を部門別に見ると、生産部

門（同＋0.1％）は 2カ月連続で減速し、サービス部門（同＋0.2％）も減速した。 

サービス部門に関しては、金融（前月比▲0.1％）がマイナスに転じ、商業・運輸・公益

（同＋0.1％）、教育・医療（同＋0.1％）、その他サービス（同＋0.3％）が減速した。商業・運

輸・公益の内訳を確認すると、卸売（同＋0.5％）が加速した一方で、公益（同▲0.3％）が 2

カ月連続でマイナス、小売は前月から横ばいとなり、運輸・倉庫（同＋0.2％）は減速した。

他方で、情報（同＋0.9％）はプラスに転じ、レジャー・娯楽（同＋0.6％）は加速、専門・企

業サービス（同＋0.5％）は 2 カ月連続で加速した。生産部門に関しては、鉱業・林業（同＋

0.5％）がプラスに転じた一方で、製造業（同＋0.1％）と建設業（同＋0.1％）が減速した。

なお、民間部門の平均時給を前年比ベースで見ると、＋3.0％と 3カ月連続で減速しており、減

速トレンドが継続している。 

2026 年 9 月の民間部門の週平均労働時間は前月から変わらず 34.4 時間となった。部門別に

見ると、生産部門（40.2 時間）は前月差▲0.1 時間と減少した一方、サービス部門（33.3 時間）

は前月から変わらなかった。続いて、2026 年 9 月の労働投入量（雇用者数×週平均労働時間）

は前月から横ばいとなった。また、民間部門の総賃金（雇用者数×週平均労働時間×時給）に

関しては、同＋0.2％と減速した。なお、総賃金を前年比ベースで見ると＋4.2％と減速したも

のの、＋4％前後で安定している。 
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図表 4 民間部門の時給、民間部門の総賃金 

 
（出所）BLS、Haver Analytics より大和総研作成 

 

雇用者数は大幅減速も、雇用環境は底堅いとの評価は変わらない 

2026 年 9 月の米雇用統計では雇用者数が大幅に減速し、過去分も下方修正された。今回の結

果は、前月分の公表時（下方修正前）に見られたほどには雇用者数の回復ペースが力強くない

ことを示している。とはいえ、均してみた雇用者数は依然として底堅い。また、失業率は上昇

したものの、その要因は労働供給の改善というポジティブな内容だった。総じてみれば、雇用

環境は引き続き底堅いと評価できる。 

雇用者数については、前回公表時において他の統計との乖離が目立ったものの、9 月の雇用

統計で乖離が縮小した。例えば、ADP 民間部門雇用者数と BLS 民間部門雇用統計は、単月では

方向感の違いが残るものの、3カ月移動平均はいずれも前月差＋5.5万人前後とほぼ一致してい

る。また、事業所調査では、AI の悪影響を受けやすいホワイトカラー業種で軟調な傾向が目立

った。これは企業マインドでも確認でき、ISM 景況感指数の雇用指数は製造業で改善基調にあ

る一方で、非製造業では直近で好不調の目安となる 50を下回っている。雇用環境の回復基調を

評価するうえで、堅調な AI関連需要の恩恵を受けやすい生産部門だけではなく、人員削減が進

むホワイトカラー業種を中心としたサービス業の先行きも併せて注目する必要がある。 

続いて、失業者数に着目すると、直近の新規失業保険申請件数（2026 年 9 月 20 日-9 月 26

日）は 19.7万件と前年同時期の水準を大幅に下回って推移している。また直近の失業保険継続

受給者数（2026 年 9月 13 日-9 月 19日）は 170.1 万人と 4週連続で減少した。9月の家計調査

で労働供給の改善が見られる中で、失業関連データが改善している点は、雇用環境の安定性を

評価するうえでポジティブな兆候といえる。 

労働需要について確認すると、2026年 8月の求人件数は前月差▲25.6万件と減少し、水準は
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707.9 万件となった。求人件数は減少したものの 5 カ月連続で 700 万件を上回っており、底堅

い。その結果、労働需給を示す、失業者数と比較した求人件数の比率は 1.0 倍程度で安定して

おり、現時点では労働需給のひっ迫度が高まっているわけではない。こうした中で賃金上昇率

は減速基調にあり、現時点では雇用環境がインフレ圧力を高める要因にはなっていない点は、

インフレ抑止にとっては安心材料だろう。 

最後に金融政策について、9月 15日・16日に開催された FOMC3で 0.25％ptの利上げが決定さ

れ、FOMC 参加者の FF 金利見通し（中央値）では、2026 年内に 0.25％pt の追加利上げ（あと 1

回）が予想された。そのため、先行きの注目点は追加利上げのタイミングとなっている。ウィ

リアムズ NY 連銀総裁 4とジェファーソン副議長 5が、追加利上げの前にデータを慎重に評価し

たいとの見解を示したことで、市場予想では、10月 27日・28日に開催予定の FOMCにおいて金

利据え置きが優勢となっている。もっとも、次回 FOMCでの据え置きは既定路線ではなく、あく

までデータ次第といえる。今回の雇用統計は FOMC参加者の見解を大きく変えるものではなかっ

たとみられることから、注目はインフレ動向といえる。仮に、中東情勢が改善しない中で、10

月 14日・15日に公表予定の CPIや PPIが上振れする場合は、利上げの機運は再び高まり得る。 

図表 5 民間部門雇用者数（ADP、BLS）、ISM 雇用指数 

 
（出所）BLS、ADP、ISM、Haver Analytics より大和総研作成 

 

 
3 矢作大祐・藤原翼「FOMC 約 3 年ぶりに 0.25％pt の利上げを決定」（大和総研レポート、2026 年 9 月 17

日） 
4 Williams, John C. (2026), SPEECH “Unwavering Dedication,” Federal Reserve Bank of New York, 

September 29, 2026, Remarks at the University at Buffalo, Buffalo, New York. 
5 Jefferson, Philip N. (2026), Speech “The U.S. Economy and Monetary Policy,” Board of Governors 

of the Federal Reserve System, October 1, 2026, At the Darden School of Business, University of 

Virginia, Charlottesville, Virginia. 
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図表 6  新規失業保険申請と失業保険継続受給者数、求人件数と求人件数対失業者比率 

 
（出所）BLS、DOL、Haver Analytics より大和総研作成 
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